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1 石川県福祉サー ビス運営適正化委員会の設置及び組織
(1)運営委員会の設置目的 (社会福祉法第83条 )
① 福祉サービス利用援助事業の適正な運営を確保すること
② 福祉サービスに関する利用者等からの苦情を適切に解決すること

(2)選考委員会の設置目的 (社会福祉法施行令第 6条)及び役害1

① 運営適正化委員会の公平性・中立性を保ち、運営適正化委員会委員の選考過程の
透明性を保つこと

② 運営適正化委員会委員候補者の選任について審議を行うこと

(3)組織

運営適正化委員会の

補助機関

福祉サービス利用援助事業が適正

に行 われてい るかを監視す る

ため、定期的に報告を受けること

等 に よ り監視 を行 い、必要 に

応 じて助言、現地調査又は勧告

行 う。

① 福祉サービスに関する苦情を
解決するための相談、助言、

調査又はあつせんを行う。

② 虐待や法令違反など明らかに
改善を要する重大な不当行為等

に関する内容の苦情を受けた

場合には、県知事等に速やかに

通知する。

1

石川県社会福祉協議会

選考委員会

(委員教 6名 )

石川県福祉サービス

運営適正化委員会
事務局

運営監視合議体

(委員数 9名 )

苦情解決合議体

(委員数6名 )



2 委員会等の開催

(1)運営監視合議体

(2)苦情解決合議体

開催 日
△

場本 出席委員 内 容

7月 10日 県社会福社会館 6名

。令和 4年度福祉サービス利用支援

事業実績について

。令和 5年度福祉サービス利用支援

事業実施主体等への現地調査に

ついて

・令和 4年度福祉サービス運営適正

化委員会 (苦情解決事業)事業報
告について

3月 ※能登半島地震の影響により開催中止

開催 日
△

場芸 出席委員 内 容

5月 26日 石川県庁 5名

・福祉サー ビス苦情解決事業実施

状況報告 (R5.3.15～ R5.3.17)に

ついて

。苦 情 解 決 等 相 談 の 受 付 状 況

(R5,4.1～ R5.5。 17)について

7月 28日 石川県庁 6名

・福祉サー ビス苦情解決事業実施

状況報告 (R5.5.18～ R5,7.21)に

ついて

。苦 情 解 決 等 相 談 の 受 付 状 況

(R5。 4.1～ R5.7。 21)について

9月 29日 石川県庁 6名

・福祉サービス苦情解決事業実施

状況報告 (R5,7,22～ R5。 9。 25)に

ついて

。苦情解 決 等相 談 の受付 状 況

(R5.4.1～ R5.9.25)について
。令和 5年度社会福祉事業事業書

内における苦靖 解決体制等の

巡回指導について

11月 24日 石川県庁 6名

・福祉サービス苦情解決事業実施

状況報告 (R5。 9.26～R5.11.17)

について

。苦情解 決 等相 談 の受付 状 況

(R5.4.1～ R5。 11.17)について

1月 27日 ※能登半島地震の影響により開催中止
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開催 日 会  場 出席委員 内 容

3月 15日 石川県庁 5名

・福祉サー ビス苦情解決事業実施

状況報告 (R5,11,18～ R6.3.8)に

ついて

。苦 情 解 決 等 相 談 の受 付 状 況

(R5.4.1～ R6.3.8)1こついて

3 運営監視事業の概況

(1)福祉サービス利用支援事業実施体制 〔単位 :人〕

社協 専門員

生活支援員

専任
社協職員

兼任
計

金沢市 Э 1 16 17

七尾市 3 3 0 3

小松市 2 7 5 12

輪島市 1 6 3 9

珠洲市 1 4 0 4

加賀市 2 8 3 11

羽咋市 2 0 Э て)

かほく市 2 12 3 15

白山市 2 7 12 19

能美市 4 4 1 5

社協 専門員

生活支援員

専任
社協職員

兼任
計

野 市々市 1 Э 4 9

川北町 1 3 0 3

津幡町 2 0 12 12

内灘町 2 4 0 4

志賀町 2 0 3 3

宝遂志水町 3 3 0 3

中能登町 1 0 2 2

穴水町 2 1 0 1

能登町 2 6 5 11

合 計 40 74 74 148
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(2)相談等受付状況 (県社協及び市町社協別)〔単位 :件〕

(  )内 は令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 末日までの件数

4

本事業の利用に関するもの
その他

(本事業以外)
合計

誤
認知症

高齢者

知 的
障害者

精 神

障害者
その他 計

金沢市
52,414

(1,751)

24,168

(955)

47,985

(3,681)

2,615

(93)

127,132

(6,480)

1,433

(0)

128,565

(6,480)

七尾市
5,290

(110)

8,510

(492)

13,539

(550)

367

(14)

27,706

(1,166)

16

(0)

27,722

(1,166)

小松市
6,321

(370)

2,277

(120)

2,499

(297)

145

(0)

11,242

(787)

35

(0)

11,277

(787)

輪島市
7,666

(107)

1,025

(32)

2,374

(32)

834

(79)

11,899

(250)

46

(0)

11,945

(250)

珠洲市
403

(329)

40

(33)

00

(38)

8

(0)

506

(400)

3

(0 )

509

(400)

加賀市
19,194

(957)

5,520

(258)

9,704

(813)

491

(29)

34,909

(2,057)

46

(0)

34,955

(2,057)

羽咋市
197

(40)

0

(0 )

147

(52)

20

(0)

864

(92)

0

(0)

364

(92)

かほく市
2,649

(268)

1,404

(121)

3,904

(297)

33

(1)

7,990

(687)

0

(0)

7,990

(687)

白山市
11,147

(1,083)

2,056

(146)

9,966

(874)

241

(2)

23,410

(2,105)

13

(0)

23,423

(2,105)

能美市
2,805

(445)

689

(148)

1,691

(243)

329

(23)

5,514

(859)

1

(0)

5,515

(859)

野々市市
1,010

(149

474

(67)

869

(147)

149

(23)

2,502

(386)

1

(0 )

2,503

(386)

川北町
1

( 1 )

0

(0)

1

(0)

3

(0 )

5

(1)

2

(0 )

7

(1)

津幡町
142

(55)

218

(111)

188

(71)

3

(0)

551

(237)

0

(0 )

551

(237)

内灘町
148

(35)

99

(85)

119

(64)

20

(3)

386

(187)

0

(0 )

386

(187)

志賀町
167

(24)

72

(12)

537

(56)

91

(29)

867

(121)

0

(0 )

867

(121)

宝達志水町
265

(37)

228

(27)

64

(19)

0

(0)

557

(83)

0

(0 )

557

(83)

中能登町
60

(30)

1 6

(0 )

1 2

(4 )

12

(0)

100

(34)

0

(0 )

100

(34)

穴水町
101

(3)

29

(0)

0

(0)

5

( 1 )

135

(4)

1

(0 )

136

(4)

能登町
462

(37)

2

(0 )

341

(70)

27

(0)

832

(107)

0

(0 )

832

(107)

石川県
3,074

(215)

803

(53)

1,744

(106)

1,273

(80)

6,894

(454)

277

(0)

7,171

(454)

累計
113,516

(6,046)

47,630

(2,660)

95,689

(7,414)

6,666

(377)

263,501

(16,497)

1,874

(0)

265,375

(16,497)



(3)契約締結件数 〔単位 :件〕

① 令和 5年度 (R5。 4.1～R6.3.31)

対象

社協

(担当地域 )

認知症

高齢者

知 的
障害者

精 神

障害者
その他 合計

金沢市 6 1 11 0 18

七尾市 3 1 6 0 10

小松市 7 1 2 0 10

輪島市 0 0 1 0 1

珠洲市 2 0 0 0 2

加賀市 3 0 0 0 3

羽咋市 1 0 2 0 3

かイよく市 0 1 0 0 1

白山市 5 1 3 0 9

能美市 3 2 0 0 5

野々市市 0 2 2 0 4

川北町 0 0 0 0 0

津幡町 1 0 1 0 2

内灘町 0 0 0 0 0

志賀町 0 0 0 0 0

宝達志水町 0 0 0 0 0

中能登町 1 0 0 0 1

穴水町 0 0 0 0 0

能登町 4 0 1 0 5

総 計 36 9 29 0 74
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②累計 (事業開始 Hll。 10～ R6.3.31)

対象

社協

(担当地域)

認知症

高齢者

知 的
障害者

精 神

障害者
その他 合計

金
沢
市

金沢市 183 41 113 5 342

(かほく市)(1 13 5 13 0 31

(津幡嘲±2 11 5 3 1 20

(内灘町)'2 7 2 0 0 9

七

尾

市

七尾市 68 31 60 2 161

(羽咋市)±2 8 0 2 0 10

(志賀町)・ 2 9 2 2 0 13

住達志水町112 11 3 3 0 17

(中能登町)±2 1 1 0 1 3

′j、

松

市

小松市 124 19 29 2 174

(加賀市)± 3 43 1 1 0 45

(能美市)★ 2 23 8 11 0 42

011】ヒ田丁l± 2 1 1 0 0 2

輪

島

市

輪島市 73 3 12 3 91

(珠洲市)± 2 20 4 0 0 24

(穴水町)帝2 4 1 1 0 6

(能登町)・2 7 0 1 0 8

珠洲市 40 42 8 3 0

加賀市 210 213 21 88 2

羽咋市 13 14 0 7 0

か1よく市 33 33 18 42 0

白

山

市

白山市 84 11 31 0 126

(野 市々市l± 2 16 7 6 0 29

能美市 62 15 25 1 103

野々市市 26 12 12 1 51

川北町 1 1 0 0 2

津幡町 20 13 12 1 46

内灘町 17 5 1 0 23
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紺象

社協

(担当地域)

認知症

高齢者

知 的
障害者

精 神

障害者
その他 合計

志賀町 11 3 4 0 18

宝達志水町 19 10 6 0 35

中能登町 6 2 0 2 10

穴水町 8 3 1 0 12

能登町 20 0 7 0 27

総 計 1,024 218 405 19 1,666

*1平成 29年度にかほく市社協が独立する以前の件数
*2平成 30年度に全市町社協方式へ移行 し、各社協が独立する以前の件数
*3平成 19年度に加賀市社協が独立する以前の件数
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(4)現在の実利用者数 (R6.3月 末現在)〔単位 二人〕
対象

社協

(担当地域)

認知症

高齢者

知 的

障害者

精 神

障害者
その他 合計

(内数 )

生活保

護受給

(内数 )

住民税

非課税

金沢市 41 21 70 1 133 84 3

七尾市 10 18 23 1 52 9 1

小松市 26 8 12 0 46 19 2

輪島市 5 3 2 1 11 5 0

珠洲市 12 1 2 0 15 4 0

加賀市 30 11 22 0 63 24 2

羽咋市 2 0 2 0 4 2 0

かほく市 10 9 17 0 36 11 0

白山市 24 3 11 0 38 6 0

能美市 15 5 7 1 28 10 0

野々市市 5 3 4 1 13 4 1

川北町 0 0 0 0 0 0 0

津幡町 3 4 7 0 14 6 3

内灘町 7 2 1 0 10 5 1

志賀町 0 1 1 0 2 0 1

宝達志水町 5 6 1 0 12 1 0

中能登町 2 1 0 0 3 0 0

穴水町 1 0 0 0 1 0 0

能登町 4 0 2 0 6 2 0

△
口 計 202 96 184 5 487 192 14
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(5)契約終了件数 (R6.3月 末現在)〔単位 :件〕

※上段 :事業開始 Hll.10～ R6.3.31の 件数

下段 :R5,4.1～R6.3.31の 件数

(6) 契約準備件教 (R6.3月 末現在)〔単位 :件〕
対象者

社協

認知症

高齢者

知 的
障害者

精 神

障害者
その他 合計

金沢市 0 0 2 0 2

七尾市 0 0 0 0 0

小松市 1 0 0 0 1

輪島市 0 0 0 0 0

珠洲市 0 0 0 0 0

加賀市 0 0 0 0 0

羽咋市 2 0 0 0 2

かイよく市 0 0 0 0 0

白山市 0 0 0 0 0

能美市 0 0 0 0 0

野々市市 0 0 1 0 1

川北町 0 0 0 0 0

津幡町 1 0 2 0 3

内灘町 0 0 0 0 0

志賀町 0 0 0 0 0

宝達志水町 0 0 0 0 0

中能登町 0 0 0 0 0

穴水町 0 0 0 0 0

能登町 0 0 0 0 0

合 計 4 0 5 0 9

※契約準備件数 :令和 6年 3月 末日で相談対応中のケースのうち、2ヶ 月以内に契

約見込みの件数

9

象者

事項

認知症

高齢者

知 的
障害者

精 神

障害者
その他 合計

終了件教
822

(67)

122

(14)

221

(22)

14

(2)

1,179

(105)



(7)福祉サービス利用支援事業実施主体等への現地調査

※能登半島地震の影響により中止

4 苦情解決事業の概況
(1)年度別苦情 う相談等受付件数
①年度別苦情受付件数 〔単位 :件〕

表 1.年度別苦情受付件数 〔単位 :件〕

度

種別
R5 R4 R3 R2 Rl H30 H29 H28 H27 H26

H12

H25

累計

高齢者 1 2 2 0 2 7 3 5 5 7 103 137

障害者 10 6 7 3 14 9 14 13 15 14 75 180

児  童 1 3 3 1 6 2 1 4 4 3 41 69

その他 0 1 0 3 2 4 1 0 1 1 5 18

合  計 12 12 12 7 24 22 19 22 25 25 224 404

35

30

25

20

15

10

5

0

12 12 12

R5 R4 R3 R2

日高齢者

24

Rl

■障害者

H30

B児 童

19

H29

oそ の他

25 25

H28    H27     H26

【参考】
「苦情」 ・運営適正化委員会で対応する特定の利用者から、また不特定の利用者に対す

る福祉サービスに係る処遇の内容や福祉サービスの利用契約の締結、履行ま

たは解除に関する苦情 。相談 。問い合わせ
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②年度別相談等受付件教 〔単位 :件〕

表 2.年度別相談等受付件数 〔単位 :件〕

年

種別

R5 R4 R3 R2 Rl H30 H29 H28 H27 H26

H12

H25

累計

高齢者 17 9 10 22 12 19 7 11 12 47 177

障害者 25 14 20 23 18 18 6 3 6 12 50 195

児 童 8 7 4 6 2 4 Ｆ
０ 2 3 3 17 61

その他 14 8 5 1 5 1 5 8 4 4 60 115

合 計 58 46 38 40 47 35 35 20 24 31 174 548

０

　

　

　

　

０

　

　

　

　

０

　

　

　

　

０

　

　

　

　

０

６

５

４

３

２

40
38

1 0

0

31

H30    H29    H28    H27    H26

童 ■その他  合 計

R5 R4 R3

日高齢者

R2

日障害者

Rl

燿児

【参考】
「相談等」 運営適正化委員会の役割、福祉サービスに関するものやその他の問い合

わせ等「苦情」ではないもの
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(2)苦情 。相談等の申出人属性 〔単位 :件〕

(3)苦情・相談等の受付方法 〔単位 :件〕

申出人

種別

利用者 家 族 代理人 職  員 その他 計

合計
苦
情

本目
談
等

苦
情

本目
談
等

苦
情

本目
談
等

苦
情

本目
談
等

苦
情

本目
談
等

苦
情

木目
談
等

高齢者 5 1 5 1 1 11 12

障害者 8 21 21 3 1 10 25 35

児 童 1 6 1 1 1 8 9

その他 8 5 1 0114 14

△
口 計 8 34 4119 3 2 12 58 70

方法別

月別

受付方法

来所 書面 電話 メーフレ その他 計

合計
苦
情

本目
談
等

苦
情

本目
談
等

苦
情

本目
談
等

苦
情

本目
談
等

苦
情

本目
談
等

苦
情

木目
談
等

4月 4 0 4 4

5月 6 0 6 6

6月 1 0 2 2

7月 112 1 1 3 4

8月 1 2 1 1 3 4

9月 1 2 5 1 1 3 7 10

10月 213 1 3 3 6 9

11月 4 4 0 8 8

12月 1 112 3 2 5 7

1月 4 2 0 6 6

2月 1 2 1 11 3 4

3月 1 3 2 1 5 6

合 計 1 0 10 9 1 38 2 + 19 O1 0 1 2 58 70
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(4)苦情申出の内容別苦情解決の結果状況 〔単位 :件〕

苦情申出

の内容

助

当
事

△
口

い

他
機
関
―

の

紹
介

伝
達

そ
の

他

事
情
調
査

助

申
し
入
れ

通

知

当
事
者
間
の

話
し
△
口

い

調
整

あ

せ
ん

人
口

計

職員の接遇 3 9 12

サービスの

質や量
0

説明・情報

提供
0

利用料 0

被害・損害 0

権利侵害 0

その他 0

合 計 0 3 0 3 0 0 0 0 0 12

【苦情申出の内容】

①  「職員の接遇」
利用者に紺する職員の封応や言葉づかいなどが不適切なもの

②  「サービスの質や量」
食事の内容や事業所内の生活ガ衆―境が整備されていないなど、利用者へのサービスが

不十分なもの

③  「説明・情報提供」
説明なくサービス内容が変更されたり、重要事項説明書や契約書と異なるサービスが

提供されるなど、説明・情報の提供が不十分なもの

④  「利用料」
事前に説明がなく不当な自己負担を求められたり、自己負担額の内容が明記されて

いないなど、説明が不十分なもの

⑤  「被害・損害」
預かり金などの金銭 トラブルや所有物の紛失、サービス利用中における事故について

の説明が不十分
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⑥  「権利侵害」
職員から暴力や虐待を受けた、プライバシーを侵害されたなど

⑦  「その他」
上記に該当しないようなこと、運営適正化委員会の制度やあり方などに対する意見等

【苦情解決の結果】

①  「助言」
申出人の相談内容を受けて、事務局からの助言によつて終了したもの

②  「当事者間の話し合い解決推奨」
申出人からの相談内容を受けて、事業所との話し合いにより解決が図られるとして、

申出人に助言し終了したもの

③  「他機関への紹介・伝達」
相談内容により、他の専門機関への紹介が望ましいとして申出人に伝え終了したもの。

また、行政機関への伝達が望ましいとして、申出人の了解を得、相談を終了したもの

④  「その他」
申出人からの取り下げによるもの、事情調査ができなかったもの、申出人からの苦情

内容を事業所に伝達したものなど

⑤  「事情調査」
運営適正化委員会による調査により解決に至ったもの

⑥  「助言 。申し入れ」
運営適正化委員会による申出入への助言並びに事業所への改善申し入れにより解決に

至ったもの

⑦  「県知事への通知」
虐待や法令違反など、明らかに改善を要する重大な不当行為等に関する内容の苦情を

受け付けた場合、運営適正化委員会から県知事等に通知して解決に至ったもの

③  「当事者間の話し合い調整」
運営適正化委員会による申出人と事業所の話し合いによって解決に至ったもの

③  「あっせん」
運営適正化委員会によるあつせんによって解決に至ったもの
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(5)社会福祉事業所内における苦情解決体制整備等にかかる巡回指導の実施
① 実施概要
社会福祉法第82条の規定により、「社会福祉事業の経営者は、常に、その提供
する福祉サービスについて、利用者等からの苦情の適切な解決に努めなければな
らない」ものとされている。
また、「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの

指針について」(平成 12年 6月 7日 付け、厚生省局長通知 【現厚生労働省】、平成
29年 3月 7日 一部改正)では、苦情解決の仕組みの目的は、

○ 自ら提供するサービスから生じた苦情について、自ら適切な対応を行 うこ
とは、社会福祉事業の経営者の重要な責務である。

① このような認識に立てば、苦情への適切な対応は、自ら提供する福祉サー
ビスの検証・改善や利用者の満足感の向上、虐待防止・権利擁護の取組の強

化など、福祉サービスの質の向上に寄与するものであり、こうした対応の積

み重ねが社会福祉事業を経営する者の社会的信頼性の向上にもつながる。

○ 苦情を密室化せず、社会性や客観性を確保 し、一定のルールに沿つた方法
で解決を進めることにより、円滑・円満な解決の促進や事業者の信頼や適正

性の確保を図ることが重要である。

と規定されている。

以上により、運営適正化委員会では、事業所段階において自主的な苦情解決が

適切に行われることを目的に県内 10ヵ 所の巡回指導を行つた。

巡回 日 種  別

11月 10日 認定こども園

11月 14日 放課後等デイサービス

11月 16日 障害者福祉サービス事業所 [就労継続支援 B型事業所 ]

11月  22 日 児童養護施設

11月  22 日 小規模多機能型居宅介護事業所

11月  27 日 特別養護老人ホーム

11月  27 日 障害者福祉サービス事業所 [就労継続支援B型事業所]

11月  30 日 認知症高齢者グループホーム

11月 30日 ケアハウス

12月 4日 障害者福祉サービス事業所 [就労継続支援A型・ B型事業所]
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② 調査の視点
(I)苦情解決体制の整備について
ア)苦情解決責任者、苦情受付担当者を設置 しているか。
イ)第二者委員を複数設置 しているか。
ウ)第二者委員は法人 (会社)の別の事業所と兼務 していないか。
工)第二者委員の選任方法について
オ)第二者委員に姑し、設置の目的や職務等について、いつ頃、どのように説明
しているか。また、役割等を理解 してもらうために、工夫 していることがあるか。
力)第二者委員は、日常的な状況を把握 したり、また利用者や職員の意見徴収をす
るため、事業所を訪間しているか。

(Ⅱ )苦情解決の仕組みについて
ア)利用者に対 して、苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第二者委員の氏名・連
絡先や苦情解決の仕組みについて周知するためのポスターの掲示やパンフレット
を酉己布 したりしている力ち

イ)職員に対 して、苦情解決の仕組みについて周知 しているか。
ウ)その他、利用者に姑して苦情や改善が言いやすいr衆―境・仕組みづくりをしてい
るか。

(Ⅲ )苦情解決の手l頂について
ア)職員が統一 した対応を図るために苦情解決

“
ュアルや要綱を作成 しているか。

イ)苦情受付担当者は、利用者からの申出に対し、第二者委員への報告を望まない
場合を除いて、第二者委員へ報告 しているか。
ウ)第二者委員は、苦情受付担当者から苦情内容の報告を受けた場合、内容を確認
するとともに、申出人に対 して報告を受けた旨を通知 しているか。
工)苦情受付担当者は苦情の受付から解決 D改善までの経過と結果について書面に
記録 しているか。

オ)苦情解決責任者は、苦情解決の結果について第二者委員に報告 しているか。
力)苦情解決責任者は、申出人に改善を約束した事項について、申出人及び第二者
委員に対 し報告 しているか。

(Ⅳ)解決結果の公表について
(V)苦情受付状況及び改善状況について (直近 6ヵ 月)
(Ⅵ)直近の苦情について

③ 調査結果
(I)苦情解決体制の整備率

区 分 割合

苦情解決責任者 100%

苦情受付担当者 100%

第二者委員 100%
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(Ⅱ )整備が整っている主な内容

(Ⅲ)今後、整備が望まれる主な内容

内   容 割合

第二者委員は法人の別の事業所と兼務 していない 30%

④ 事業所として特に留意を要する点
(I)苦情解決体制について
ア)利用者が、苦情の申し出をしやすい環境を整えるために、苦情受付担当者を
現場の職員の中から任命 し、苦情解決責任者と苦情受付担当者を同じ職員が

兼ねないようにすること。

イ)第二者委員が法人の別事業所の第二者委員を兼務 し、各事業所の事業内容や職
員・利用者の日常等の把握が困難な場合、事業所ごとに第二者委員を設置するこ
とを検討すること。

ウ)中立・公正性の確保のため、複数の第二者委員を設置すること。
(Ⅱ )パンフレットや重要事項説明書などにおける第二者委員の連絡先の明記につ
いて

利用者が直接、第二者委員に連絡できるようにするため、電話番号、FAX番号及
び郵送できるあて先等を明記すること。また、委員の交替があったときは、そのつ

ど周知をすること。

(Ⅲ )第二者委員の活用について
ア)苦情解決体制が常に機能するよう、第二者委員との意志の疎通を図つておくこ
とが望ましい。第二者委員に設置の目的や役割、職務について、就任時にしか行
つていない場合は、改めて説明する機会を設けること。
イ)利用者がどのように事業所で過ごしているかなど日常的な状況を把握するため
に、年間行事を利用するなど、できるだけ事業所へ訪問する機会を作 り、利用者
や家族、職員と意思の疎通が図れるようにし、気軽に意見交換や苦情等が話せる
ようにすること。

(Ⅳ)第二者委員への報告について
受け付けた苦情について、申出人が第二者委員への報告を望まない場合を除
き、第二者委員へ報告 し、その後の経過や事業所としての紺応、結果等の報告を
行い、透明性を持つた苦情解決を諮ること。

内   容 割合

第二者委員に対し、設置の目的や職務等について説明している。 100%

利用者に対して、苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第二者委員の氏

名・連絡先や苦情解決の仕組みについて周知するためのポスターの掲示

やパンフレットを配布 したりしている。

90%

苦情受付担当者は、苦情の受付から解決・改善までの経過と結果につい
て書面に記録している

80%
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(V)苦情解決マニュアル等の職員への周知について
苦情解決マニュアル等が整備されている場合でも、より理解 しやすいようなフ
ローチャー トなどを作成 し、職員全員への苦情解体制の周知を図ること

(Ⅵ)苦情解決結果の公表について
個人が特定される氏名など細かい部分までは不要であるが、苦情の概要 (数、大
まかな苦情内容等)について、事業報告書や広報誌等で公表 し、サービスの改善と
向上に努めていることを周知すること。

(Ⅶ)苦情にまでいたらない、要望について
ア)要望についても対応いかんによって苦情に変わる場合もあることから、出来る
限り記録に残 し、第二者委員に報告すること。

イ)苦情に至らない要望であっても、その対応状況について公表すること。
ウ)「意見箱」を設置する場合、事務所等から誰が苦情を投函したのか見える位置
にあると投函を躊躇する利用者や家族もいることが考えられため、利用者や家族
が苦情を投函しやすい場所への設置を検討すること。

事業所は、苦情をマイナス要素としてとらえるのではなく、苦情の解決が福祉サービ
スの質の向上につながるチャンスと考え、真摯に対応することが望まれます。

『苦情』という形になってからでは、複雑で解決に多くの時間を費やす場合もあるの
で、利用者が日常発する「つぶやき」や「ささやき」などに耳を傾け、また、気軽にコ

ミュニケーションがはかれる環境づくりに努めることが大切です。

(6)福祉サービスに関する苦情解決事業研修会の開催
※能登半島地震の影響により中止

(7)広報 。啓発活動
① 県社協ホームページ上での情報提供
【実績報告】
ア)令和4年度石川県福祉サービス運営適正化委員会事業報告
【各種関係書類等】
ア)社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針
イ)第二者委員活動のポイント
ウ)福祉サービス事業所における苦情解決に関する事業周知用ポスター・チラシ
の送付案内

② 苦情解決事業に関する説明
各種関係団体等における会議等において、社会福祉事業所内における苦情解決
体制の整備や苦情解決合議体の役割、事業所への巡回指導等について説明した。
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